
◎雇用保険法等の一部を改正する法律 
（平成一五年四月三○日法律第三一号）   

一、提案理由（平成一五年四月一日・衆議院厚生労働委員会） 

○坂口国務大臣 ただいま議題となりました雇用保険法等の一部を改正する法律案につ

きまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 雇用保険制度につきましては、厳しい雇用失業情勢の長期化等により、受給者が増加

する一方で保険料収入が減少し、極めて厳しい財政状況にあり、こうした財政状況や雇

用就業形態の多様化の進展等制度をめぐる諸情勢に的確に対応し、失業した労働者の生

活の安定及び再就職の促進を図るとともに、将来にわたり安定的な運営を確保し得るも

のとしていくことが求められています。 

 このため、給付について、受給者の早期再就職の促進及び多様な働き方への対応の観

点からの見直し、再就職の困難な状況に対応した重点化等を図るとともに、保険料率に

ついて、労使負担の急増を緩和する配慮をした上で、必要最小限の引き上げを行う等の

措置を講ずることとし、この法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一は、雇用保険法の一部改正であります。 

 まず、基本手当日額について、受給者の再就職時賃金の実情等にかんがみ、その上限

額を引き下げるとともに、給付率について、基本手当日額の高い受給者層を中心に、そ

の額の減少に応じ引き下げの程度が逓減するように見直すこととしております。 

 次に、基本手当の所定給付日数について、通常労働者と短時間労働者ごとに定めてい

る現行の体系を見直し、倒産、解雇等による離職者については現行の通常労働者の日数

に、それ以外の離職者については現行の短時間労働者の日数に一本化するとともに、三

十五歳以上四十五歳未満の倒産、解雇等による離職者については日数の延長を行うこと

としております。 

 また、就業促進手当を創設し、支給残日数が所定給付日数の三分の一以上ある場合に

は、常用雇用以外の就業にも基本手当の一定割合を支給することにより、基本手当受給

者の多様な形態による早期就業を支援することとしております。 

 このほか、教育訓練給付及び高年齢雇用継続給付について、失業者の給付への重点化

等を図るため、給付率等の見直しを行うこととしております。 

 第二は、労働保険の保険料の徴収等に関する法律の一部改正であります。 

 雇用保険の失業等給付に係る保険料率について、賃金総額の千分の十六とし、平成十

六年度末までの間は暫定的に千分の十四とすることとしております。 

 第三は、船員保険法の一部改正であります。 

 船員保険についても、雇用保険法の改正に準じて所要の改正を行うこととしておりま

す。 

 最後に、この法律の施行期日につきましては、平成十五年五月一日としております。 



 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げる次第でご

ざいます。よろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一五年四月一五日） 

○中山成彬君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、厚生労働委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、内閣提出の雇用保険法等の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 本案は、雇用就業形態の多様化の進展等に的確に対応し、失業した労働者の生活の安

定及び再就職の促進を図るとともに、雇用保険制度の安定的運営を確保するため、 

 第一に、求職者給付の基本手当日額について、給付率を基本手当日額の高い層を中心

に引き下げるとともに、その上限額を引き下げること、 

 第二に、基本手当の所定給付日数について、倒産、解雇等による離職者とそれ以外の

離職者について、通常労働者と短時間労働者の扱いを一本化すること、 

 第三に、就業促進手当を創設し、常用雇用以外への就業にも基本手当の一定割合を支

給すること、 

 第四に、雇用保険の保険料率を千分の十六に引き上げることとし、平成十六年度末ま

での間は暫定的に千分の十四に据え置くこと 

等の措置を講じようとするものであります。 

 両法律案は、去る三月二十五日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本

委員会に付託されました。 

 四月一日坂口厚生労働大臣及び提出者大島敦君からそれぞれ提案理由の説明を聴取し、

二日に質疑に入り、九日には参考人から意見を聴取するなど慎重な審査を行い、本日質

疑を終了いたしました。質疑終了後、城島正光君外四名提出の法律案について内閣の意

見を聴取し、両案について討論を行った後、まず、城島正光君外四名提出の法律案につ

いて採決の結果、本案は賛成少数をもって否決すべきものと議決いたしました。次いで、

内閣提出の法律案について採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきもの

と議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年四月一五日） 

 政府は、次の事項について適切な措置を講ずるよう努めるべきである。 

一 今後とも、セーフティネットとしての雇用保険の健全運営の確保に万全を期すると

ともに、雇用失業情勢に対応し、雇用対策の効果的な実施に努めること。 

二 雇用保険三事業の各種給付金等について、政策評価を適切に行い、今後とも必要な

見直しを行うよう努めるとともに、中小企業の利用に配慮しつつ、不正受給の防止に



万全を期すこと。 

三 高年齢者の六十五歳までの継続雇用を実現するため、法改正を含め高齢者雇用対策

の抜本的な見直しを行うこと。 

四 パートタイム労働者が意欲を持ってその有する能力を十分発揮できるようにするた

め、パートタイム労働対策の進展状況、雇用システムの変化等の動きを見つつ、法的

整備を含む検討を行うこと。 

五 労働移動の増加等に対応する観点から、失業時の中途払い出しを可能とする等、勤

労者の住宅費、教育費等の負担の軽減に資するための勤労者財産形成制度の見直しの

検討に努めること。 

六 三十五歳以上六十歳未満の雇用保険受給者であって、雇用保険の加入期間が三年以

上の倒産、解雇等による離職者について、一定期間、受講手当の充実を図ること。 

七 雇用保険制度の将来的な在り方の検討については、拙速を避け、十分な時間をかけ

て行うこととするが、その検討の着手は早急に行うこと。その検討においては、基本

手当、高年齢雇用継続給付の給付水準に十分留意すること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一五年四月二五日） 

○金田勝年君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近の厳しい雇用失業情勢の下、経済社会の構造的変化に対応し、雇用

保険制度の安定的運営を図るため、求職者給付の見直し、就業促進手当の創設、教育訓

練給付及び高年齢雇用継続給付の見直し等を行うとともに、失業等給付に係る保険料率

の引上げ等を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、給付の見直しの影響とその財政効果、就業促進手当の意義、

施行期日の妥当性、若年者雇用の現状と対策強化の必要性等について質疑を行うととも

に、参考人から意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して今泉委員より

反対、自由民主党・保守新党及び公明党を代表して沢理事より賛成、日本共産党を代表

して小池委員より反対、国会改革連絡会（自由党・無所属の会）の森委員より反対、社

会民主党・護憲連合を代表して田委員より反対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年四月二四日） 

 政府は、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、雇用保険が今後とも雇用のセーフティネットとして、その機能を十分発揮すること

ができるよう制度の安定的運営の確保に努めること。また、雇用の安定確保に向け経



済対策に万全を期すとともに、受給者の早期再就職の実現等雇用対策の効果的な実施

に努めること。 

二、雇用保険制度の本来の趣旨に沿った運営がなされるように、ハローワークにおいて、

適切な職業相談・職業紹介等再就職支援機能の一層の強化に努めること。 

三、三十五歳以上六十歳未満の雇用保険受給者であって、倒産、解雇等による離職者に

ついて、雇用保険の加入期間が三年以上を要件として、一定期間、受講手当の充実を

図ること。 

四、公共職業訓練等の複数回受講指示の特例について、これが一層有効に活用され、失

業者の再就職促進に資することとなるよう取組を進めること。また、訓練内容につい

ては、求職・求人双方のニーズを十分反映したものとなるよう一層の見直しに取り組

むこと。 

五、私立大学をはじめ未適用の事業所に対する適用促進を強力に進めるとともに、パー

トタイム労働者の適用等雇用保険制度の適用範囲についての検討に努めること。 

六、被保険者資格取得の本人通知の仕組みの改善のほか、被保険者資格の確認手続の周

知広報等有効な方策についての検討に努めること。 

七、雇用保険三事業の各種給付金等については、政策評価を適切に行い、真に失業予防

や再就職の促進に有用であると認められるものを実施するよう、不断の見直しを行う

とともに、中小企業の利用促進に配慮しつつ、不正受給の防止にも万全を期すこと。 

八、改正雇用保険法等の実施に当たっては、その周知徹底について遺漏なきよう努める

こと。 

九、雇用保険制度の将来的な在り方について早急に検討に着手することとし、検討に当

たっては十分な時間をかけて行うとともに、基本手当及び高年齢雇用継続給付の給付

水準等に十分留意すること。 

十、高年齢者の六十五歳までの継続雇用を実現するため、法改正を含め高齢者雇用対策

の抜本的な見直しを行うこと。 

十一、パートタイム労働者等の雇用保険の加入を促進するため、その適用基準の周知徹

底を図るとともに、事業主に対し指導を行うこと。また、パートタイム労働者が意欲

を持ってその有する能力を十分発揮できるようにするため、パートタイム労働対策の

進展状況、雇用システムの変化等の動きを見つつ、法的整備を含む検討を行うこと。 

十二、再就職が困難な状況が続いていることにかんがみ、解雇等によりやむを得ず中途

払出しを行う場合について、特別な配慮を行うことができるようにするなど、勤労者

の住宅費、教育費等の負担の軽減に資するための勤労者財産形成促進制度の見直しに

ついて検討に努めること。 

 右決議する。 


